
招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類― 1 ―

証券コード３１６６
平成27年６月９日

　
株 主 各 位
　

福岡市中央区那の津三丁目12番20号

代 表 取 締 役 社 長 越 智 通 広
　

第５期定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第５期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいますようご
通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、平成27年６月24日（水曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださ
いますようお願い申しあげます。

敬 具
記

　

1. 日 時 平成27年６月25日（木曜日）午前10時
2. 場 所 福岡市博多区住吉一丁目２番82号

グランドハイアット福岡 ３階
ザ・グランド・ボールルーム

3. 会議の目的事項
報告事項 1. 第５期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件
2. 第５期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）計算書類報告の件

決議事項
議 案 取締役11名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあ
げます。
　株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上
の当社ウェブサイト（http://www.ochiholdings.co.jp）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事 業 報 告
（平成

平成
26
27
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

　

1. 企業集団の現況に関する事項
　
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策により、円安基調が継続する中
で、輸出関連企業を中心に企業収益が拡大し、雇用情勢は改善するなど明るい兆しがみられましたが、消費
税増税や円安に伴う物価の上昇に賃金上昇が追いつかず、個人消費の低迷が長引くなど、なお本格的な景気
回復には至りませんでした。
　当住宅関連業界におきましては、すまい給付金制度や住宅ローン減税の延長・拡充など政府による施策は
打たれたものの、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減の影響は大きく、新設住宅着工戸数は前年比10.8
％減の88万戸となり、市況の回復が見られないままの状況が続きました。また、職人不足による外注費の高
騰や原材料費の上昇など厳しい経営環境のもとで推移いたしました。
　このような状況の中で当社グループは、販売店や工務店を中心に顧客サポートの強化・充実に努めるとと
もに、ビルダーやハウスメーカー、ホームセンターなどへの積極的な営業を展開してまいりました。
　また、省エネルギー住宅や高齢者等への配慮住宅の提案促進、リフォーム需要の取り込み、非住宅市場の
需要開拓など、住宅業界における成長分野の攻略を進めるとともに、セグメント間のシナジーの向上にも積
極的に取り組んでまいりました。
　さらには、平成26年12月に岐阜県可児市のＤＳ ＴＯＫＡＩ㈱を子会社化し、介護事業分野への参入と中
京圏への進出を果たしました。また、グループ内の子会社を一部統合し、福岡都市圏の営業力強化と経営効
率の改善を図るなど、グループ企業としての収益基盤の強化にも取り組んでまいりました。
　これらの結果、当連結会計年度の売上高は、83,469百万円（前期比8.6％減）となりました。利益面につ
きましては、営業利益は1,411百万円（前期比35.0％減）、経常利益は1,579百万円（前期比32.8％減）、当
期純利益は1,107百万円（前期比23.8％減）となりました。
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セグメント別の業績は、次のとおりであります。
　
＜建材事業＞
　各地で「アイラブホームフェア」を開催し、新規商材の販売強化、リフォーム需要の取り込みを図る一方
で、グループ内の子会社を一部統合するなど、営業力の強化、経営の効率化にも取り組んでまいりました。
しかしながら、消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減の影響を吸収することはできず、当事業の売上高は
65,600百万円（前期比10.3％減）、営業利益は1,116百万円（前期比41.5％減）となりました。

　
＜生活事業＞
　北海道、東北および関東地区を中心に営業活動を行なっている生活事業において、消費税増税等により市
況の回復が見られない中、家庭用品、家電商品、住設商品の販売は堅調に推移したものの、北海道地区の暖
冬の影響により、主力の大型暖房機器の販売が伸び悩みました。その結果、当事業の売上高は6,346百万円
（前期比8.5％減）、営業利益は14百万円（前期比50.6％減）となりました。

　
＜加工事業＞
　建材事業と同様に消費税増税に伴う駆け込み需要の反動減の影響を受けましたが、「木造軸組」「金物工
法」「２×４（ツーバイフォー）」と複数の建築工法へ対応し、戸建て住宅を中心に賃貸住宅や高齢者向け介
護施設、保育園等の非住宅物件へと幅広く営業を展開するとともに、利益率の向上に注力してまいりまし
た。その結果、当事業の売上高は10,793百万円（前期比6.4％減）、営業利益593百万円（前期比1.9％減）
となりました。
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（2）設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は1,172百万円であり、その主なものは、物流拠点用地（福
岡市東区）の取得費941百万円（越智産業㈱）、販売管理システムの構築費46百万円（㈱ホームコア）、プレ
カット加工機の取得費21百万円（ヨドプレ㈱）、太陽光発電設備の設置費17百万円（越智産業㈱）でありま
す。
　

（3）資金調達の状況
当連結会計年度の資金調達は、取引金融機関からの調達であり、その主な内容は、物流拠点用地の取得資
金1,000百万円、ＤＳ ＴＯＫＡＩ㈱の株式取得資金の一部400百万円であります。

　
（4）重要な企業再編等の状況

当社は、平成26年12月５日付で、ＤＳ ＴＯＫＡＩ㈱の自己株式を除く発行済株式を取得したことによ
り、同社を子会社といたしました。

（5）対処すべき課題
　住宅需要につきましては、少子高齢化の影響もあり新設住宅着工戸数は長期的には減少すると予測されて
おります。一方で消費者のニーズは省エネ志向を強め、耐震性能をはじめとした住宅の安全性への関心が高
まっております。
　このような状況の中で当社グループは、今後、市場の拡大が予想される省エネルギー住宅や高齢者等への
配慮住宅、中古住宅・リフォーム市場、木造非住宅市場などの成長分野をターゲットとし、顧客ニーズに合
った商材の販売体制を強化し、住宅需要の変化に対応した収益基盤を構築してまいります。
　また、物流や在庫管理の効率化、営業の生産性向上などトータルコストダウンを徹底推進し、損益分岐点
の引き下げにも引き続き注力してまいります。
　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

　
（6）財産および損益の状況の推移
　

第２期
（平成24年３月期）

第３期
（平成25年３月期）

第４期
（平成26年３月期）

第５期
（当連結会計年度）
（平成27年３月期）

売 上 高（百万円） 78,084 79,253 91,323 83,469
経 常 利 益（百万円） 1,652 1,768 2,348 1,579
当 期 純 利 益（百万円） 1,143 1,287 1,454 1,107
１株当たり当期純利益金額 85円52銭 96円39銭 108円92銭 82円96銭
総 資 産 額（百万円） 37,670 38,947 43,581 42,138
純 資 産 額（百万円） 6,718 8,049 9,418 10,591
１ 株 当 た り 純 資 産 額 499円50銭 600円34銭 702円68銭 791円26銭

+

（注）1. １株当たり当期純利益金額は、期中平均発行済株式総数（自己株式控除後）に基づき算出しております。
2. 当社は、第２期、第３期および第５期において株式分割を行ないましたが、第２期の期首に当該株式分割が行なわれたと仮
定し、１株当たり当期純利益金額および１株当たり純資産額を算定しております。
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（7）重要な親会社および子会社の状況
　 ① 親会社との関係

　該当事項はありません。
　
　 ② 重要な子会社の状況
　

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
千円 ％

越 智 産 業 ㈱ 100,000 100 建材事業

㈱ ホ ー ム コ ア 14,000 100
(100) 建材事業

㈱ 新 建 95,000 100
(100) 建材事業

㈱ ト ー ソ ー 80,000 100
(100) 建材事業

丸 共 建 材 ㈱ 10,000 100
(100) 建材事業

㈱ ソ ー ケ ン 10,000 100
(100) 建材事業

㈱ ウ エ ス ト ハ ウ ザ ー 30,000 50
(50) 建材事業

㈱ 松 井 30,000 100 生活事業

西 日 本 フ レ ー ミ ン グ ㈱ 50,000 100 加工事業

西 日 本 ク ラ フ ト ㈱ 20,000 100 加工事業

ヨ ド プ レ ㈱ 45,000 100 加工事業

Ｄ Ｓ Ｔ Ｏ Ｋ Ａ Ｉ ㈱ 80,000 100 その他
（建設業および介護関連事業）

　

（注）1. ㈱ウエストハウザーの持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため子会社としております。
2. 当社の議決権比率の（ ）内は内書きで、間接所有比率であります。
3. 当社は、平成26年12月５日付で、ＤＳ ＴＯＫＡＩ㈱の自己株式を除く発行済株式を取得したことにより、同社を子会社と
いたしました。

4. 当社は、平成27年４月22日開催の取締役会で、平成27年10月１日付で越智産業㈱（連結子会社）を存続会社とし、㈱新建
（連結子会社）を消滅会社とする吸収合併を行なうことを決議いたしました。

　
　上記に掲げた重要な子会社12社は全て連結子会社であります。
　なお、当連結会計年度の業績につきましては、前記「１．企業集団の現況に関する事項 （1）事業の経
過およびその成果」に記載のとおりであります。
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（8）主要な事業内容
　当社グループは、主に建材事業、生活事業および加工事業に取り組んでおります。

　

事 業 区 分 主 要 製 品 等
建 材 事 業 ラワン合板、針葉樹合板、内装材、断熱材、床材、玄関ドア、浴室機器、衛生機器等
生 活 事 業 家庭用品、暖房器具等
加 工 事 業 木造軸組工法プレカット、２×４(ツーバイフォー)工法プレカット等
そ の 他 商業施設建設、高齢者向け介護関連サービス等
　
（9）主要な事業所
　 ① 当社の主要な事業所
　

名 称 所 在 地
本 社 福岡市中央区那の津三丁目12番20号
　
　 ② 子会社の主要な事業所
　

名 称 所 在 地
越 智 産 業 ㈱ 福 岡 市
㈱ ホ ー ム コ ア 北 九 州 市
㈱ 新 建 熊 本 市
㈱ ト ー ソ ー 熊 本 県 上 益 城 郡
丸 共 建 材 ㈱ 島 根 県 益 田 市
㈱ ソ ー ケ ン 鹿 児 島 県 鹿 児 島 市
㈱ ウ エ ス ト ハ ウ ザ ー 広 島 市
㈱ 松 井 札 幌 市
西 日 本 フ レ ー ミ ン グ ㈱ 福 岡 県 飯 塚 市
西 日 本 ク ラ フ ト ㈱ 佐 賀 県 三 養 基 郡
ヨ ド プ レ ㈱ 兵 庫 県 加 西 市
Ｄ Ｓ Ｔ Ｏ Ｋ Ａ Ｉ ㈱ 岐 阜 県 可 児 市
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（10）従業員の状況
　 ① 企業集団の従業員
　

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
942 名 　増 60 名

　

（注） 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者（６名）を除く就業人員であります。
　
　 ② 当社の従業員
　

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
１ 名 ― 名 62.0 歳 33.0 年

　

（注）1. 従業員数には、使用人兼務役員は含めておりません。
2. 平均勤続年数の算定にあたっては、越智産業㈱における勤続年数を通算しております。

　
（11）主要な借入先および借入額
　 ① 企業集団の主要な借入先および借入額
　

借 入 先 借 入 残 高
百万円

㈱ 十 六 銀 行 707
㈱ 福 岡 銀 行 685
㈱ み ず ほ 銀 行 675
㈱ 肥 後 銀 行 530
㈱ 伊 予 銀 行 473

　
　 ② 当社の主要な借入先および借入額
　

借 入 先 借 入 残 高
百万円

㈱ 松 井 1,548
㈱ 三 井 住 友 銀 行 380
㈱ ト ー ソ ー 200
㈱ 新 建 145
㈱ 福 岡 銀 行 35
㈱ み ず ほ 銀 行 35

（注） ㈱松井、㈱トーソーおよび㈱新建は、連結子会社であります。
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2. 会社の株式に関する事項
　
（1）発行可能株式総数 普通株式 36,000,000株

（2）発行済株式の総数 普通株式 13,351,561株
（自己株式259,409株を除く）

（3）単 元 株 式 数 100株

（4）株 主 数 3,461名

（5）大 株 主
　

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

越 智 八 千 代 2,839 21.3
越 智 通 広 1,359 10.2
オ チ ワ ー ク サ ー ビ ス ㈱ 1,105 8.3
伊 藤 忠 建 材 ㈱ 423 3.2
住 友 林 業 ㈱ 414 3.1
三 井 住 商 建 材 ㈱ 342 2.6
吉 野 石 膏 ㈱ 300 2.2
ＯＣＨＩホールディングス社員持株会 259 1.9
㈱ 福 岡 銀 行 248 1.9
永 大 産 業 ㈱ 211 1.6

　

（注） 持株比率は自己株式を控除して計算しております。
　
（6）その他株式に関する重要な事項

株式の流動性の向上と投資家層のさらなる拡大を図るため、平成26年７月22日開催の当社取締役会決議
に基づき、平成26年９月１日付で普通株式１株につき普通株式1.5株の割合をもって株式分割を実施いたし
ました。
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3. 会社役員に関する事項
　（1）取締役および監査役の氏名等
　

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況
代表取締役社長 越 智 通 広 越智産業㈱ 代表取締役社長

取 締 役 越 智 通 信 建 材 事 業 部 長

取 締 役 中 村 尚 生 財 務 部 長

取 締 役 萩 尾 一 寿 リスクマネジメント部長

取 締 役 高 橋 靖 則 生 活 事 業 部 長 ㈱松井 代表取締役会長

取 締 役 酒 匂 利 夫 人 事 ・ 総 務 部 長

取 締 役 古 川 和 広 経 営 企 画 部 長 ㈱ホームコア 代表取締役社長

取 締 役 種 子 田 俊 郎 加 工 事 業 部 長 西日本クラフト㈱ 代表取締役社長
ヨドプレ㈱ 代表取締役会長

取 締 役 奥 野 正 寛

常 勤 監 査 役 石 倉 正 行

監 査 役 閑 正 秀

監 査 役 吉 田 泰 彦
㈱ふくおかフィナンシャルグループ
取締役執行役員
㈱福岡銀行 取締役専務執行役員

監 査 役 江 藤 洋 江藤中小企業診断士事務所 所長
　

（注）1. 閑正秀氏は、平成26年６月26日開催の第４期定時株主総会終結の時をもって取締役を任期満了により退任いたしました。
2. 石倉正行、閑正秀および江藤洋の各氏は、平成26年６月26日開催の第４期定時株主総会において新たに監査役に選任され
就任いたしました。

3. 杉谷春之、佐藤俊之および秋田泰史の各氏は、平成26年６月26日開催の第４期定時株主総会終結の時をもって監査役を任
期満了により退任いたしました。

4. 取締役奥野正寛氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
5. 監査役石倉正行、吉田泰彦、江藤洋の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
6. 取締役奥野正寛、監査役石倉正行および江藤洋の各氏は、㈱東京証券取引所が指定を義務付ける一般株主と利益相反が生じ
るおそれのない独立役員であります。
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（2）取締役および監査役の報酬等の額
　

区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額
取 締 役

（うち社外取締役）
10名
(１名)

51百万円
(1百万円)

監 査 役
（うち社外監査役）

６名
(３名)

13百万円
(7百万円)

計 16名 64百万円
（注）1. 上記の報酬等の額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額９百万円を含めております。

2. 上記支給のほか、平成26年６月26日開催の定時株主総会の決議に基づき、役員退職慰労金を退任取締役１名に対し２百万
円、退任監査役１名に対し１百万円支給しております。

　（3）社外役員に関する事項
　 ① 重要な兼職先と当社との関係
　

区 分 氏 名 兼 職 先 会 社 名 兼職の内容 関 係

社 外 監 査 役 吉 田 泰 彦
㈱ふくおかフィナンシャルグループ 取 締 役 執 行 役 員 ―
㈱ 福 岡 銀 行 取締役専務執行役員 資 金 の 借 入

社 外 監 査 役 江 藤 洋 江藤中小企業診断士事務所 所 長 ―
　
② 会社または会社の特定関係事業者の業務執行者等との親族関係
該当事項はありません。
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③ 各社外役員の主な活動状況
　

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 奥 野 正 寛
当期開催の取締役会20回全てに出席し、当社グループの属する
住宅関連業界で培った高い専門知識、幅広い経験に基づいて、
必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、意見を述べておりま
す。

監 査 役 石 倉 正 行

平成26年６月26日に就任後開催された取締役会15回全てに出
席し、企業法務に関する豊富な知識・見地から、必要に応じ、
当社の経営上有用な指摘、意見を述べております。また就任後
開催された監査役会10回全てに出席し、監査結果についての意
見交換、監査に関する重要事項の協議等を適宜行なっておりま
す。

監 査 役 吉 田 泰 彦

当期開催の取締役会20回全てに出席し、出身分野である銀行業
務を通じて培った知識・見地から必要に応じ、当社の経営上有
用な指摘、意見を述べております。また当期開催の監査役会13
回全てに出席し、監査結果についての意見交換、監査に関する
重要事項の協議等を適宜行なっております。

監 査 役 江 藤 洋

平成26年６月26日に就任後開催された取締役会15回全てに出
席し、経営戦略・コンサルティング等に関する豊富な経験に基
づいて、必要に応じ、当社の経営上有用な指摘、意見を述べて
おります。また就任後開催された監査役会10回全てに出席し、
監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の協議等
を適宜行なっております。

　
④ 責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役および社外監査役との間に、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条
第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　なお、当該契約に基づく責任の限度額は、社外取締役および社外監査役ともに法令に定める最低責任限
度額であります。
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4. 会計監査人の状況
　
（1）会計監査人の名称
　 新日本有限責任監査法人
　
（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
　

内 容 支 払 額
公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 38百万円
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の合計額 40百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 45百万円

　

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確
に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計
額を記載しております。

2. 当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外（非監査業務）である合意された手続業務についての
対価を支払っております。

　
（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計監査人が職務を適切に遂
行することが困難と認められる場合には、監査役会の同意または請求により、会計監査人の解任または不再
任に関する議題を株主総会に提案いたします。
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5. 業務の適正を確保するための体制
　
　当社グループは、事業活動を展開するにあたり、「豊かな住環境と地球環境づくりに貢献します」を経営理
念としており、経営理念の追求には、法令を遵守し、社会規範・企業倫理・人権の尊重に則って行動し、企業
の社会的責任を果たすことが重要と考えています。
　当社グループ取締役および従業員が、これらの社会的責任を果たす為の行動規範、推進体制を定めた「コン
プライアンス規則」を定め、真摯な態度で取り組むことにより企業ブランド価値を高め、ステイクホルダーか
らの更なる信頼と安心の獲得に努める所存でございます。
　また、会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社グループの業務の適正を確保するための
体制（以下「内部統制」という）を整備します。
　
（1）取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
（会社法第362条第４項第６号）
① 当社グループは、コンプライアンスの基本方針を設け、当社グループ取締役・従業員の法令遵守の徹
底、社会の構成員として求められる倫理観・価値観に基づき誠実に行動することを義務付けます。

　 当社グループは、社会規範・倫理そして法令などの遵守により、公正かつ適切な経営の実現と市民社会
との調和を図ります。
② 当社グループの取締役は、この実践のため経営理念、コンプライアンス規則およびコンプライアンスマ
ニュアルに従い、グループ全体における企業倫理の遵守および浸透を率先して行ない、内部通報制度の一
環として「越智ホットライン」を設置しています。
③ リスクマネジメント部の設置により、組織横断的なコンプライアンス体制を確立し、問題点の把握およ
び解決に努め、取り組み状況については、定期的に取締役会等に報告します。

　
（2）取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
（会社法施行規則第100条第１項第１号）
① 取締役は、その職務の執行に係る文書および電磁的記録その他の重要な情報を、社内規則に基づき、そ
れぞれの担当職務に従い適切に保存しかつ管理する体制を構築します。
② 文書については人事・総務部、電磁的記録については経営企画部とし、それぞれに管理責任者を配置
し、その作成・保管・廃棄に至る管理を行ないます。
③ 取締役および監査役は、必要に応じて文書または電磁的記録の閲覧を行ないます。

　
（3）損失の危険の管理に関する規則その他の体制
（会社法施行規則第100条第１項第２号）
① 当社グループでは、経営の健全性・透明性の向上とコンプライアンス遵守の経営を徹底するため、コー
ポレート・ガバナンスの充実を図るとともに、市場の変化、経営環境の変化に迅速かつ柔軟に対応できる
体制を構築します。

② 取締役会は、企業価値を高め、企業活動の持続的発展を実現することを脅かすあらゆるリスク（不確実
性）に対処すべく、リスクマネジメントの運用を実践します。
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③ リスクを未然に防止するために、業務に係る規則やマニュアルを制定し運用を行なわせるとともに、
「業務分掌規則」や「職務権限規則」によりチェック機能を分担させ、かつ監査役監査、内部監査および
監査法人監査などを通して、チェック機能が有効に機能しているかを監視・報告させています。

④ 通常のリスク監視体制を超えるものについては、個別に「リスク対応プロジェクト」を適宜発足させ対
応します。

　
（4）取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制
（会社法施行規則第100条第１項第３号）
① 取締役会は、代表取締役およびその他の業務執行を担当する取締役・執行役員等の業務分掌・職務権限
規則に基づき、代表取締役および各業務担当取締役・執行役員に業務の執行を行なわせています。

② 取締役会は、毎月１回定例的に開催する他、必要に応じて適宜臨時に開催するものとしています。
③ 取締役会は、経営計画および業務運営方針に関して、定期的に検証すべき項目を定め、現状分析、改善
策等を報告させ、必要に応じて計画を修正させ、常に業務が効率的に推進できるようにしています。

　
（5）使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
（会社法施行規則第100条第１項第４号）
① 当社グループは、従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するために、社是、社
訓、経営理念の実践および企業行動規範、企業行動基準となる規則等の運用の徹底を行なう体制を構築し
ます。
② 当社グループの取締役・従業員は、グループ各社における重大な法令違反その他のコンプライアンスに
関する重要な事実を発見した場合、当社リスクマネジメント部長に報告をするものとしています。リスク
マネジメント部長は、報告された事実についての調査を指揮・監督し、リスクマネジメント委員会で協議
のうえ、必要と認める場合適切な対策を決定します。

③ 当社グループにおける法令遵守上疑義のある行為等について、従業員が直接通報を行なう手段を確保す
るため、「越智ホットライン」を運営しており、この場合、通報者の希望により匿名性を保証するととも
に、通報者の不利益が生じないことを確保しています。
④ 重要な通報については、その内容と会社の対処の状況・結果について、適切にグループの取締役・従業
員に開示し、周知徹底しています。
⑤ 内部監査室の検査の受検により企業倫理の遵守を徹底する体制を構築しています。
　

（6）当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
（会社法施行規則第100条第１項第５号）
① 当社は、業務の執行が法令および定款に適合することを確保するための諸施策に加え、当社グループの
企業集団としての業務の適正性を確保するために必要な企業グループとして規範・規則を整備します。

② 当社グループに属する会社間の取引は、法令・会計原則・税法その他の社会規範に照らし、適切なもの
とします。
③ 代表取締役および業務の執行を担当する取締役は、それぞれの職務の分掌に従い、グループ企業が適切
な内部統制を行なうよう指導します。
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④ 内部監査室は、当社グループにおける内部監査を実施し、企業グループ全般にわたる内部統制の有効性
と妥当性を確保します。内部監査の年次計画、実施状況およびその監査報告については、その重要度に応
じ取締役会等への報告を行なうこととします。
⑤ 監査役が、企業グループ全体の監視・監査を実効的かつ適正に行なえるよう、会計監査人および内部監
査室との連携等的確な体制を構築します。

　
（7）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合の当該使用人に関する事項
（会社法施行規則第100条第３項第１号）
　現在は、監査役の職務を補助すべき使用人はおりませんが、必要に応じて取締役会は、監査役と協議のう
え内部監査室に対応させます。

　
（8）前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
（会社法施行規則第100条第３項第２号）
　前号の内部監査室の担当者の独立性を確保するため、取締役、執行役員および従業員が、内部監査室に属
する担当者の業務執行に対して不当な制約を行なうことにより、その独立性を阻害することのないようにし
ます。

　
（9）取締役および使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制
（会社法施行規則第100条第３項第３号）
① 代表取締役および業務執行を担当する取締役および執行役員は、取締役会等の重要な会議において、随
時その担当する業務の執行の状況の報告を行ないます。
② 代表取締役および業務執行を担当する取締役ならびに執行役員は、以下に定める事項について、発見次
第速やかに監査役に対し報告を行ないます。
（a）会社の信用を大きく低下させたもの、またはその虞のあるもの
（b）会社の業績に大きく悪影響を与えたもの、またはその虞のあるもの
（c）コンプライアンス規則への違反で重大なもの
（d）その他上記（a）～（c）に準じる事項

③ 取締役、執行役員および従業員は、監査役が当社事業の報告を求めた場合、または監査役が当社グルー
プの業務および財産の状況を調査する場合は、迅速かつ的確に対応します。

　
（10）その他監査役の監査が実効的に行なわれることを確保するための体制

（会社法施行規則第100条第３項第４号）
① 監査役は、代表取締役および監査法人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催します。
② 監査役は、内部監査室と定期的な情報交換を行ない緊密な連携を図ります。
③ 監査役または監査役会は、取締役から当社グループに著しい損害が発生する虞がある旨の報告を受けた
場合には、必要な調査を行ない、取締役に対して助言または勧告を行なうなど、状況に応じ適切な処置を
講じます。
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6. 剰余金の配当等の決定に関する方針
　
（1）利益配分の基本的な方針
　当社は、株主に対する利益還元とともに、企業体質の強化および将来の事業展開のための内部留保にも配
慮した利益配分を基本方針としております。

　
（2）利益配当等に関する基本的な考え方
　株主に対する安定配当を基本的な考え方としております。

　
（3）内部留保資金の使途等
　株主に対する安定配当の原資として、またアライアンス戦略等の原資としてのほかに、不測の事態にも充
分対応できるような内部留保に努めております。

　
（4）自己株式の取得
　当社グループ成長発展のためのより良い資本政策を検討し、時宜にかなった決定をしてまいります。

　
　この基本方針に基づき、当期の期末配当金につきましては、普通配当５円と記念配当４円（東証一部指定記
念配当）を合わせて９円とさせていただきます。この結果、当期の配当金は中間配当金５円と合計しますと、
１株当たり14円となります。
　
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注） 本事業報告に記載の金額および株式数は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
　

（平成27年３月31日現在）
（単位：百万円）

　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 27,179 流 動 負 債 27,509
現 金 及 び 預 金 4,449 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 13,372
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 18,686 電 子 記 録 債 務 9,776
電 子 記 録 債 権 434 短 期 借 入 金 2,420
商 品 2,702 リ ー ス 債 務 46
未 成 工 事 支 出 金 427 未 払 法 人 税 等 235
繰 延 税 金 資 産 185 未 払 消 費 税 等 248
短 期 貸 付 金 0 賞 与 引 当 金 339
そ の 他 349 そ の 他 1,069
貸 倒 引 当 金 △54 固 定 負 債 4,037

固 定 資 産 14,958 社 債 100
有 形 固 定 資 産 10,183 長 期 借 入 金 2,497
建 物 及 び 構 築 物 2,532 リ ー ス 債 務 70
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 415 繰 延 税 金 負 債 736
土 地 7,094 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 214
リ ー ス 資 産 93 退 職 給 付 に 係 る 負 債 100
建 設 仮 勘 定 8 そ の 他 317
そ の 他 38 負 債 合 計 31,546
無 形 固 定 資 産 314 純 資 産 の 部
の れ ん 94 株 主 資 本 10,170
リ ー ス 資 産 16 資 本 金 400
そ の 他 203 資 本 剰 余 金 913
投 資 そ の 他 の 資 産 4,460 利 益 剰 余 金 8,935
投 資 有 価 証 券 1,414 自 己 株 式 △78
繰 延 税 金 資 産 92 その他の包括利益累計額 394
退 職 給 付 に 係 る 資 産 45 その他有価証券評価差額金 422
差 入 保 証 金 769 退職給付に係る調整累計額 △28
投 資 不 動 産 2,084 少 数 株 主 持 分 26
そ の 他 78
貸 倒 引 当 金 △23 純 資 産 合 計 10,591

資 産 合 計 42,138 負 債 及 び 純 資 産 合 計 42,138
　

（注） 記載金額は百万円未満の端数を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（平成

平成
26
27
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
売 上 高 83,469
売 上 原 価 74,088
売 上 総 利 益 9,381

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 7,969
営 業 利 益 1,411

営 業 外 収 益
受 取 利 息 11
受 取 配 当 金 27
仕 入 割 引 164
不 動 産 賃 貸 収 入 108
受 取 協 賛 金 8
償 却 債 権 取 立 益 0
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 29
雑 収 入 142 492

営 業 外 費 用
支 払 利 息 33
売 上 割 引 209
不 動 産 賃 貸 費 用 38
雑 損 失 43 324
経 常 利 益 1,579

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 10
投 資 有 価 証 券 売 却 益 83
補 助 金 収 入 2 97

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 損 0
固 定 資 産 除 却 損 0
投 資 有 価 証 券 売 却 損 0
減 損 損 失 1 2
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,673
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 432
法 人 税 等 調 整 額 131 563
少数株主損益調整前当期純利益 1,109
少 数 株 主 利 益 2
当 期 純 利 益 1,107

　

（注） 記載金額は百万円未満の端数を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成

平成
26
27
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本
資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成 26 年４月１日残高 400 913 7,893 △76 9,130
会計方針の変更による累積的影響額 ― ― 62 ― 62

会計方針の変更を反映した平成26年４月１日残高 400 913 7,956 △76 9,193
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 ― ― △129 ― △129
当 期 純 利 益 ― ― 1,107 ― 1,107
自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △1 △1
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 978 △1 976
平成27年３月31日残高 400 913 8,935 △78 10,170
　

（単位：百万円）
　

その他の包括利益累計額
少数株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額合計

平成 26 年４月１日残高 297 △44 252 35 9,418
会計方針の変更による累積的影響額 ― ― ― ― 62

会計方針の変更を反映した平成26年４月１日残高 297 △44 252 35 9,481
連結会計年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △129
当 期 純 利 益 ― ― ― ― 1,107
自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △1
株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 125 16 141 △8 133

連結会計年度中の変動額合計 125 16 141 △8 1,110
平成27年３月31日残高 422 △28 394 26 10,591

　

（注） 記載金額は百万円未満の端数を切捨てて表示しております。
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連結注記表
　

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
1. 連結の範囲に関する事項
　 すべての子会社を連結しております。
　 連結子会社の数 12社
　 連結子会社の名称

越 智 産 業 ㈱ ㈱ ソ ー ケ ン ヨ ド プ レ ㈱
㈱ ホ ー ム コ ア ㈱ウエストハウザー ＤＳ ＴＯＫＡＩ㈱
㈱ 新 建 ㈱ 松 井
㈱ ト ー ソ ー 西日本フレーミング㈱
丸 共 建 材 ㈱ 西日本クラフト㈱
　ＤＳ ＴＯＫＡＩ㈱は、当連結会計年度において新たに株式を取得したことにより、連結の範囲に含めて
おります。

2. 持分法の適用に関する事項
　関連会社がないため、該当事項はありません。
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、ＤＳ ＴＯＫＡＩ㈱の決算日は２月28日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引に
ついては、連結上必要な調整を行なっております。
4. 会計処理基準に関する事項
（1）重要な資産の評価基準および評価方法
① 有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
時価のあるもの………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの………移動平均法による原価法
② た な 卸 資 産

　 通常の販売目的で保有するたな卸資産
貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によっております。

a 商 品………主として移動平均法による原価法
b 未 成 工 事 支 出 金………個別法による原価法
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
………主として定率法

　主な耐用年数
建物及び構築物 ３～50年
機械装置及び運搬具 ２～20年

② 無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

………定額法
　なお、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法によっております。

③ リ ー ス 資 産
所有権移転外ファイ
ナンス・リース取引
に係るリース資産

………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日
が平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっております。

④ 投 資 不 動 産………定率法
　主な耐用年数 ４～50年

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸 倒 引 当 金
a 一 般 債 権………債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能見込額を

計上しております。
b 貸倒懸念債権および
破 産 更 生 債 権 等

………債権の貸倒れによる損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
③ 役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく連結会

計年度末要支給額を計上しております。
（4）重要な収益および費用の計上基準
　 完成工事高および完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい
ては工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用
しております。

（5）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① 退職給付に係る会計処理方法
a 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっております。
b 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理することとしており
ます。
② 消費税等の会計処理
税抜方式によっております。
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5. のれんの償却に関する事項
　のれんは、発生年度以降５年間で均等償却しております。
　
（会計方針の変更）
　「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい
う。)および「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以
下「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲
げられた定めについて当連結会計年度より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給
付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤
務期間に近似した年数に基づく方法から、退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した
単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当連結
会計年度の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減し
ております。
　この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が99百万円減少し、利益剰余金が62百万円増加し
ております。また、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微であります。
　
（連結貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 5,563百万円
　 投資不動産の減価償却累計額 387百万円
2. 受取手形割引高 118百万円
　 受取手形裏書譲渡高 128百万円
　 電子記録債権譲渡高 129百万円
　
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 当連結会計年度末日の発行済株式の種類および総数
　 普通株式 13,610,970株
2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額
　

決 議 株式の
種 類

配当金の
総 額

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

平成26年５月21日
取 締 役 会 普通株式 62百万円 ７円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月11日
平成26年11月４日
取 締 役 会 普通株式 66百万円 ５円00銭 平成26年９月30日 平成26年12月５日
　（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　

決 議 株式の
種 類

配当金の
総 額

配当金
の原資

１株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

平成27年５月22日
取 締 役 会 普通株式 120百万円 利益剰余金 ９円00銭 平成27年

　３月31日
平成27年
　６月10日
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（金融商品に関する注記）
1. 金融商品の状況に関する事項
　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調
達しております。
　受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規則に沿ってリスク低減を図って
おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行なっ
ております。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）、設備投資資金およびＭ＆Ａ資金（長期）であり、長期借入金の
金利変動リスクに対しては金利の固定（主として５年）を実施しております。なお、為替変動リスク等に伴う
デリバティブは行なわない方針であります。
2. 金融商品の時価等に関する事項
　平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。
　

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額
（1）現金及び預金 4,449百万円 4,449百万円 ―
（2）受取手形及び売掛金 18,686百万円 18,686百万円 ―
（3）電子記録債権 434百万円 434百万円 ―
（4）投資有価証券
　 その他有価証券 1,383百万円 1,383百万円 ―

資 産 計 24,953百万円 24,953百万円 ―
（1）支払手形及び買掛金 13,372百万円 13,372百万円 ―
（2）電子記録債務 9,776百万円 9,776百万円 ―
（3）短期借入金 2,420百万円 2,421百万円 0百万円
（4）長期借入金 2,497百万円 2,506百万円 8百万円

負 債 計 28,067百万円 28,077百万円 9百万円
　（注）1. 金融商品の時価の算定方法および有価証券に関する事項

資産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

（4）投資有価証券
これらの時価について、株式および債券は取引所の価格によっており、投資信託については、公
表されている基準価格によっております。
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負債
（1）支払手形及び買掛金、（2）電子記録債務

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

（3）短期借入金
短期借入金のうち一年内に返済予定の長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新
規借入を行なった場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。それ以外
の短期借入金の時価については、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか
ら、当該帳簿価額によっております。

（4）長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行なった場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法によっております。

2. 非上場株式（連結貸借対照表計上額30百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを
見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）投資有価証券
その他有価証券」には含めておりません。

　
（賃貸等不動産に関する注記）
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社および一部の連結子会社では、大阪府その他の地域において、賃貸用オフィスビル、賃貸住宅等（土地
を含む。）を所有しております。
2. 賃貸等不動産の時価に関する事項
　

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価
2,859百万円 2,780百万円

　（注）1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

2. 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標
等を用いて調整を行なったものを含む。）であります。

　
（１株当たり情報に関する注記）
1. １株当たり純資産額 791円26銭
2. １株当たり当期純利益金額 82円96銭
（注) 当社は平成26年９月１日付で株式分割を行ないましたが、当連結会計年度の期首に株式分割が行なわれたと仮定して１株当た

り当期純利益金額を算定しております。
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貸 借 対 照 表
　

（平成27年３月31日現在）
　

（単位：百万円）
　

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 418 流 動 負 債 2,067
現 金 及 び 預 金 95 関 係 会 社 短 期 借 入 金 1,893
繰 延 税 金 資 産 4 一年内返済予定長期借入金 120
短 期 貸 付 金 232 未 払 金 28
未 収 還 付 法 人 税 等 80 未 払 法 人 税 等 1
そ の 他 5 未 払 消 費 税 等 8

固 定 資 産 7,691 賞 与 引 当 金 11
有 形 固 定 資 産 0 そ の 他 3
器 具 及 び 備 品 0 固 定 負 債 367
無 形 固 定 資 産 61 長 期 借 入 金 330
ソ フ ト ウ ェ ア 61 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 37
投 資 そ の 他 の 資 産 7,630 負 債 合 計 2,434
投 資 有 価 証 券 39 純 資 産 の 部
関 係 会 社 株 式 7,508 株 主 資 本 5,669
繰 延 税 金 資 産 7 資 本 金 400
投 資 不 動 産 69 資 本 剰 余 金 4,232
そ の 他 5 そ の 他 資 本 剰 余 金 4,232

利 益 剰 余 金 1,127
利 益 準 備 金 35
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,091
繰 越 利 益 剰 余 金 1,091

自 己 株 式 △90
評 価 ・ 換 算 差 額 等 6
その他有価証券評価差額金 6
純 資 産 合 計 5,676

資 産 合 計 8,110 負 債 及 び 純 資 産 合 計 8,110
　

（注） 記載金額は百万円未満の端数を切捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書
（平成

平成
26
27
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

科 目 金 額
営 業 収 益
経 営 指 導 料 369
受 取 配 当 金 398 767

営 業 費 用 350
営 業 利 益 416

営 業 外 収 益
受 取 利 息 3
受 取 配 当 金 1
不 動 産 賃 貸 収 入 3
雑 収 入 0 9

営 業 外 費 用
支 払 利 息 20
不 動 産 賃 貸 費 用 3 24
経 常 利 益 402
税 引 前 当 期 純 利 益 402
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 2
法 人 税 等 調 整 額 3 6
当 期 純 利 益 396

　

（注） 記載金額は百万円未満の端数を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（平成

平成
26
27
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで）

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

平成 26 年 ４ 月１日残高 400 4,232 4,232 22 837 860
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― △129 △129
利 益 準 備 金 の 積 立 ― ― ― 12 △12 ―
当 期 純 利 益 ― ― ― ― 396 396
自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― ― ―
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 12 254 266
平成 27年３月 31日残高 400 4,232 4,232 35 1,091 1,127
　

（単位：百万円）
　

株 主 資 本 評価・換算差額等 純 資 産
合 計自己株式 株主資本

合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成 26 年 ４ 月１日残高 △88 5,404 0 0 5,405
事 業 年 度 中 の 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 ― △129 ― ― △129
利 益 準 備 金 の 積 立 ― ― ― ― ―
当 期 純 利 益 ― 396 ― ― 396
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1 ― ― △1
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額) ― ― 5 5 5

事業年度中の変動額合計 △1 265 5 5 271
平成 27年３月 31日残高 △90 5,669 6 6 5,676

　

（注） 記載金額は百万円未満の端数を切捨てて表示しております。
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個別注記表
　

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 有価証券の評価基準および評価方法
（1）子 会 社 株 式………移動平均法による原価法
（2）そ の 他 有 価 証 券

時価のあるもの………期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有 形 固 定 資 産

（リース資産を除く）
………定率法

　耐用年数
器具及び備品 ２～５年

（2）無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

………定額法
　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法によっております。

（3）投 資 不 動 産………定率法
耐用年数 30年

3. 引当金の計上基準
（1）賞 与 引 当 金………従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
（2）役員退職慰労引当金………役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支

給額を計上しております。
4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

　
（貸借対照表に関する注記）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 2百万円
　 投資不動産の減価償却累計額 8百万円
2. 関係会社に対する金銭債権および金銭債務
　 短期金銭債権 233百万円
　 短期金銭債務 1,898百万円
　
（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引
営業取引による取引高

　 営業収益 767百万円
　 営業費用 1百万円
　 営業取引以外の取引高 22百万円
　
（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度末における自己株式の種類および株式数
　普通株式 259,409株
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（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産（流動）
　賞与引当金 3百万円
　その他 0百万円
　繰延税金資産（流動）合計 4百万円
繰延税金資産（固定）
　減価償却超過額 1百万円
　役員退職慰労引当金 11百万円
　その他 2百万円
　繰延税金資産（固定）小計 16百万円
　評価性引当額 △6百万円
　繰延税金資産（固定）合計 10百万円
繰延税金負債（固定）
　その他有価証券評価差額金 △3百万円
　繰延税金負債（固定）合計 △3百万円
　繰延税金資産（固定）純額 7百万円

　
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率 35.3％
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △34.9％
住民税均等割 0.3％
評価性引当額 0.4％
法人税等の税率の変更による繰延税金資産の
減額修正 0.3％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.6％

　
3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正
　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布され、平成27
年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率が変更されることとなりました。当事業年度の繰延税金資
産および繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見
込まれる一時差異については32.8％、平成28年４月１日以降に開始する事業年度に解消が見込まれる一時
差異については32.0％にそれぞれ変更されております。
　なお、この変更による影響額は軽微であります。

事業報告書 2015年06月02日 17時41分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



― 30 ―

（関連当事者との取引に関する注記）
　 子会社

（単位：百万円）
　

属 性 会社等の名称
議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 越 智 産 業 ㈱ 所有直接
100％

経 営 指 導
業 務 の 受 託
資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

経営指導業務の受託
（注）1 273 ― ―

貸付金の返済 520
― ―

利 息 の 受 取
（注）2 3

子会社 ㈱ 新 建 所有間接
100％

資 金 の 借 入
役 員 の 兼 任

利 息 の 支 払
(注)2 1 関 係 会 社

短 期 借 入 金 145

子会社 ㈱ ト ー ソ ー 所有間接
100％

資 金 の 借 入
役 員 の 兼 任

利 息 の 支 払
（注）2 1 関 係 会 社

短 期 借 入 金 200

子会社 丸 共 建 材 ㈱ 所有間接
100％

資 金 の 貸 付
役 員 の 兼 任

利 息 の 受 取
（注）3 ― 短 期 貸 付 金 190

子会社 ㈱ 松 井 所有直接
100％

資 金 の 借 入
役 員 の 兼 任

借入金の返済 83
関 係 会 社
短 期 借 入 金 1,548

利 息 の 支 払
（注）2 15

　

（注）1. 経営指導業務の受託の対価については、双方協議のうえ合理的に決定しております。
2. 市場金利を勘案した利率を合理的に決定しております。
3. 丸共建材㈱に対する貸付利息につきましては、全額免除しております。
4. 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

　
（１株当たり情報に関する注記）
1．１株当たり純資産額 425円12銭
2．１株当たり当期純利益金額 29円66銭
（注) 当社は平成26年９月１日付で株式分割を行ないましたが、当事業年度の期首に株式分割が行なわれたと仮定して１株当たり当

期純利益金額を算定しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成27年５月７日

ＯＣＨＩホールディングス株式会社
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 柴 田 祐 二㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮 本 義 三㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ＯＣＨＩホールディングス株式会社の平成26年４
月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、ＯＣＨＩホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成27年５月７日

ＯＣＨＩホールディングス株式会社
取 締 役 会 御 中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 柴 田 祐 二㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 宮 本 義 三㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ＯＣＨＩホールディングス株式会社の平成
26年４月１日から平成27年３月31日までの第５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本
　

監 査 報 告 書
　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの、第５期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を
受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、
内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規
則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備
されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役
及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上
の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号
に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備し
ている旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結
計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。
2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに
関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成27年５月11日
ＯＣＨＩホールディングス株式会社 監査役会

常勤社外監査役 石 倉 正 行　㊞
監 査 役 閑 正 秀　㊞
社 外 監 査 役 吉 田 泰 彦　㊞
社 外 監 査 役 江 藤 洋　㊞

　

以 上
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株主総会参考書類
　
　議 案 取締役11名選任の件

　
取締役全員（９名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては経営体制の強化、充実
を図るため取締役を２名増員し、取締役11名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

　

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１
越　智　通　広
お ち みち ひろ

（昭和32年３月８日生）

昭和54年４月 ㈱福岡銀行入行
昭和62年６月 越智産業㈱入社
平成元年７月 同社取締役経理部長
平成３年６月 同社代表取締役社長（現任）
平成22年10月 当社代表取締役社長（現任）
（重要な兼職の状況）
越智産業㈱代表取締役社長

1,359,103株

２
越　智　通　信
お ち みち のぶ

（昭和37年８月12日生）

昭和61年４月 エッソ石油㈱（現EMGマーケティング合同会
社) 入社

平成２年４月 越智産業㈱入社
平成18年６月 同社取締役営業統括グループ副グループ長
平成19年４月 同社取締役営業統括グループ長
平成21年４月 同社取締役経営企画室、内部監査室担当
平成21年９月 同社取締役関係会社統括グループ、経営企画

室、内部監査室担当
平成22年10月 同社取締役総務グループ担当
平成22年10月 当社取締役経営企画部長
平成25年６月 越智産業㈱取締役業務グループ担当
平成26年３月 同社取締役経営企画グループ長
平成26年４月 同社取締役常務執行役員グループ会社統括

（現任）当社取締役建材事業部長（現任）

62,392株

３
中　村　尚　生
なか むら たか お

（昭和28年７月23日生）

平成２年４月 ㈱西日本銀行（現㈱西日本シティ銀行）入行
平成16年10月 ㈱NCB経営情報サービス（現㈱NCBリサーチ

＆コンサルティング）事業コンサル部長
平成18年10月 越智産業㈱入社
平成20年６月 同社取締役財務グループ長兼内部統制室長
平成22年10月 同社取締役財務グループ長（現任）
平成22年10月 当社取締役財務部長兼内部統制部長
平成24年９月 当社取締役財務部長（現任）

2,240株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

４
萩　尾　一　寿
はぎ お かず ひさ

（昭和25年３月10日生）

昭和45年１月 越智産業㈱入社
平成21年６月 同社取締役営業管理グループ長兼営業開発グ

ループ長
平成22年10月 同社取締役営業推進グループ長兼営業開発グ

ループ長
平成22年10月 当社取締役建材・住設事業統括部長兼木材加

工事業統括部長
平成23年７月 越智産業㈱取締役営業推進グループ長
平成23年12月 当社取締役建材・住設事業統括部長
平成25年４月 越智産業㈱取締役営業管理グループ長（現任）
平成25年５月 当社取締役建材事業部長
平成26年４月 当社取締役リスクマネジメント部長（現任）

21,870株

５
高　橋　靖　則
たか はし やす のり

（昭和22年９月25日生）

平成元年10月 安宅建材㈱入社
平成18年４月 住友林業㈱営業本部西日本営業部副部長
平成19年４月 越智産業㈱入社
平成21年６月 同社取締役関係会社統括グループ顧問
平成22年６月 同社取締役営業企画グループ長
平成22年10月 当社取締役生活用品事業統括部長
平成24年４月 越智産業㈱取締役営業企画グループ担当兼首

都圏営業担当
平成25年５月 当社取締役生活事業部長（現任）
平成26年４月 越智産業㈱顧問（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱松井代表取締役会長

4,680株

６
酒　匂　利　夫
さ こう とし お

（昭和32年９月25日生）

昭和56年４月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行
平成19年７月 ㈱みずほコーポレート銀行（現㈱みずほ銀行）

業務監査部参事役
平成21年２月 越智産業㈱入社
平成21年７月 同社執行役員人事・総務グループ長
平成22年10月 同社執行役員人事グループ長
平成22年10月 当社取締役人事部長
平成25年６月 越智産業㈱取締役人事グループ長（現任）
平成26年４月 当社取締役人事・総務部長（現任）

2,590株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

７
古　川　和　広
ふる かわ かず ひろ

（昭和33年６月24日生）

昭和58年４月 ㈱福岡銀行入行
平成20年４月 同行六本松支店長
平成22年４月 越智産業㈱入社 関係会社統括グループ長
平成22年10月 同社総務グループ長
平成22年10月 当社取締役総務部長
平成25年６月 越智産業㈱取締役総務グループ担当
平成26年４月 同社取締役（現任）当社取締役経営企画部長

（現任）
（重要な兼職の状況）
㈱ホームコア代表取締役社長

1,310株

８
種　子　田　俊　郎
た ね だ とし ろう

（昭和26年６月3日生）

昭和50年４月 三菱商事㈱入社
平成20年６月 三菱商事建材㈱取締役常務執行役員木材建材

本部長
平成23年７月 越智産業㈱入社 営業開発グループ長兼当社

木材加工事業統括部副部長
平成23年12月 同社営業開発グループ長兼当社木材加工事業

統括部長
平成24年４月 同社執行役員営業開発グループ長兼当社プレ

カット事業統括部長
平成24年６月 当社取締役プレカット事業統括部長
平成25年５月 当社取締役加工事業部長（現任）
平成25年６月 越智産業㈱取締役営業開発グループ長
平成26年10月 同社取締役営業開発グループ担当
平成27年６月 同社顧問（現任）
（重要な兼職の状況）
西日本クラフト㈱代表取締役社長
ヨドプレ㈱代表取締役会長

1,500株

※９ 土　生　清　文
は ぶ きよ ふみ

（昭和33年２月16日生）

昭和55年４月 ㈱福岡銀行入行
平成20年６月 同行監査部長
平成22年４月 同行リスク管理部長
平成23年４月 同行常勤監査役（現任）

0株

10
奥　野　正　寛
おく の まさ ひろ

（昭和23年４月23日生）

昭和46年４月 大建工業㈱入社
平成20年４月 同社取締役兼常務執行役員海外営業統括部長
平成20年10月 同社常務執行役員中国総代表兼海外営業統括

部長
平成21年４月 同社顧問中国総代表
平成24年６月 当社取締役（現任）

0株
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

※11
松　田　美　幸
まつ だ み ゆき

（昭和33年11月18日生）

平成17年４月 麻生教育サービス㈱シニアコンサルタント
平成17年４月 学校法人麻生塾法人本部ディレクター
平成23年７月 福岡地域戦略推進協議会パートナー
平成24年４月 同協議会フェロー
平成25年４月 同協議会シニアフェロー（現任）
平成26年４月 公立学校法人福岡女子大学学長特別補佐（現

任）
（重要な兼職の状況）
新生活産業くらぶFUKUOKA代表
福岡県男女共同参画センターあすばる館長

0株

　

（注）1. ※印は、新任の取締役候補者であります。
2. 取締役候補者越智通広氏は、越智産業㈱の代表取締役社長を兼務しており、当社は同社より経営指導業務を受託しておりま
す。

3. 取締役候補者高橋靖則氏は、㈱松井の代表取締役会長を兼務しており、当社は同社より資金の借入があります。
4. 上記以外の取締役候補者は、いずれも当社との間に特別の利害関係はありません。
5. 取締役候補者土生清文氏は、現在㈱福岡銀行の常勤監査役ですが、平成27年6月26日開催予定の同行定時株主総会終結の時
をもって任期満了により退任予定であります。

6. 奥野正寛、松田美幸の両氏は社外取締役候補者であります。
7. 奥野正寛氏を社外取締役候補者とした理由は、住宅関連業界における豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映していた
だきたいためであります。また、奥野正寛氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって3年となります。

8. 松田美幸氏を社外取締役候補者とした理由は、コンサルタント、委員としての豊富な経験と幅広い見識を当社の経営に反映
していただきたいためであります。

9. 当社は奥野正寛氏との間で、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、再任が承認された場合
は、契約を継続する予定であります。なお、当該契約に基づく責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

10. 当社は松田美幸氏との間で、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。なお、当該
契約に基づく責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。

11. 当社は奥野正寛氏を㈱東京証券取引所の定める独立役員として届け出ており、再任が承認された場合は、引き続き同氏を独
立役員とする予定であります。

12. 当社は松田美幸氏を㈱東京証券取引所の定める独立役員として届け出る予定であります。
　

以 上
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株主総会会場ご案内図
　

会場 福岡市博多区住吉一丁目２番82号
　 グランドハイアット福岡 ３階
　 ザ・グランド・ボールルーム

　

　
● 福岡空港………………車で約15分
● 西鉄福岡（天神）駅…徒歩約15分
● 地下鉄中洲川端駅……徒歩約10分
● JR博多駅………………徒歩約10分

　

事業報告書 2015年06月02日 17時41分 $FOLDER; 40ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


